
 

 

                          

 

 

令和４年度 

泉南市内部統制制度に関する取組報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年（2023年）４月 

泉 南 市 

 



 

 

目 次 

 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 

 

令和４年度泉南市内部統制評価報告書・・・・・・・・・・・・・・ 2 

１．全庁的な内部統制の評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 

２．内部統制の業務レベル評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

３．内部統制の重大な不備と是正に関する事項・・・・・・・・・・・・・11 

 

 

令和４年度泉南市内部統制実施報告書＜補足事項・資料＞・ ・・13 

１．実施概要～令和４年度の内部統制に関する取組状況～・・・・・・・・13 

 

２．全庁的な内部統制の取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

（１）統制環境・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

（２）リスク評価と対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 

（３）統制活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 

（４）情報と伝達・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 

（５）モニタリング・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 

 

３．業務レベルの内部統制の取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

 （１）所管課による内部統制の自己評価・・・・・・・・・・・・・・・30 

（２）内部統制検討部会による評価・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

 

４．今後の方向性と取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

1 

 

はじめに                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

 

本市における内部統制の取組は、過去に発生した不祥事、不適切な事務処理事案を教訓

に、「内部統制」の体制を構築していくことで、市民から信頼される市政運営と質の高い

行政運営を全ての職員で取り組む自治体をめざすものであります。 

２０２１年（令和３年）４月に策定した、「泉南市内部統制制度に関するガイドライ

ン」に基づき、財務に関する事務に潜むリスクの想定と、その対処方針をあらかじめ定め

ておくことの必要性、 また、リスク発生時における対処内容・再発防止策等の記録とそ

の後の業務見直しの重要性に重点を置くことを基本とし推進してきました。 

令和４年度は取組を始めて２年目となり、「リスク事案の共有」、「会計事務に関する研

修や日常業務の見直し」「職場内で協力・相談できる環境づくり」等のほか、「泉南市人材

育成基本方針」「人事評価制度」の改定、「泉南市行政経営の取組方針」を策定する等、内

部統制に関する様々な方針を定めました。さらに、包括外部監査の導入もあって、本市の

さらなる内部統制の充実を図り、市民から信頼される市政運営と質の高い行政運営を、職

員一丸となって取り組んできました。 

この報告書は、こうした本市における内部統制を構築している令和４年度の一連の取組

結果をまとめたものです。 
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令和４年度泉南市内部統制評価報告書 

 

１【内部統制の整備及び運用に関する事項】 

泉南市長山本優真は、本市の内部統制の整備及び運用に責任を有しており、「泉南市

内部統制制度に関するガイドライン」（令和３年４月策定）に基づき、財務に関する事

務に係る内部統制体制の整備及び運用を行っています。その概要は補足事項・資料に記

載のとおりです。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能

することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、

内部統制の目的の達成を阻害するすべてのリスクを防止し、または、当該リスクの顕在

化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２【評価手続】 

  泉南市においては、令和４年度を評価対象期間とし、令和５年３月 31日を評価基準

日として、財務に関する事務についての内部統制の評価を実施しました。 

 

３【評価結果】 

  上記評価手続のとおり、全庁的な内部統制及び業務レベルの内部統制の評価作業を実

施した限り、評価対象期間中の業務レベルの内部統制において、重大な不備を把握した

ため、これらについて本市の内部統制は、一部有効に機能していないと判断いたしまし

た。 

 

４【不備の是正に関する事項】 

当該整備・運用上の重大な不備については、浄化槽点検等同様の法定点検の未実施

が、危機管理課、総務課、行革・財産活用室、産業観光課、保健推進課、生涯学習課と

いった公共施設を所管する部署で判明しました。また、税務課において固定資産税等の

課税誤りが生じました。 

令和５年度においては、こうした不備の再発を防ぐため、法定点検の未実施について

は、法定点検・定期検査の内容や実施時期等を一覧に取りまとめる、課税誤りについて

は、委託契約書にチェック体制を整備することを明示する等、各業務マニュアルや事務

引継書にも記載することを徹底し再発防止に努めてまいります。 

 

令和５年 ４月２１日 

泉南市長 山本 優真 
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１．全庁的な内部統制の評価  

 ガイドラインに基づき、次の表の「項目」の欄にあげる事項ごとにそれぞれ同表の「内

部統制の整備及び運用の状況」の欄に記載された内容を踏まえ、内部統制の整備及び運用

についての有効性を判断しました。 

 

評価の基本

的な考え方 評価項目 内部統制の整備及び運用の状況 
実施報告書 

該当箇所 

統制環境 

１ 長は、

誠実性と倫

理観に対す

る姿勢を表

明している

か。 

１-１ 長は、地方公共団体が

事務を適正に管理及び執行する

上で、誠実性と倫理観が重要で

あることを、自らの指示、行動

及び態度で示しているか。 

不備なし 

○本市における内部統制に関する基

本的な方針として、かつ適正に行わ

れることを確保するため「泉南市内

部統制制度に関するガイドライン」

に則り、業務運営を行いました。 

○全職員（任期付職員、再任用職

員、会計年度任用職員を含む）を対

象としたオンラインによるコンプラ

イアンス研修にあたって、副本部長

（副市長）から全職員一人ひとりが

しっかりとした「倫理観」を持って

業務にあたるよう、職員に訓示を行

いました。 

 

 

P.15 2 (1) ア 

 

 

 

 

P.17 2 (1) ウ 

 

１-２ 長は、自らが組織に求

める誠実性と倫理観を職員の行

動及び意思決定の指針となる具

体的な行動基準等として定め、

職員及び外部委託先、並びに、

住民等の理解を促進している

か。 

不備なし 

○服務規律の遵守について、「めざす

職員像」を定めた人材育成基本方針

を改定し、全職員に周知しました。 

○不祥事再発防止のため、内部統制

制度について理解し、能力を引き出

すため、職員の公務員倫理やコンプ

ライアンスに関する意識向上を図る

ため、全職員（任期付職員、再任用

職員、会計年度任用職員を含む）に

オンラインによるコンプライアンス

研修を実施しました。 

○整備した体制や取組等について評

 

P.17 2 (1) ウ 

 

 

P.33 3 (2) ウ 

 

 

 

 

 

 

 

P.17 2 (1) ウ 
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価した報告書等、内部統制制度につ

いて市ホームページに掲載し、委託

先並びに住民に広く周知を図りまし

た。また職員については、毎月庁内

掲示板において内部統制に係る啓発

記事「内部統制 お知らせ掲示板」

を掲載しました。 

 

 

 

１-３ 長は、行動基準等の遵

守状況に係る評価プロセスを定

め、職員等が逸脱した場合に

は、適時にそれを把握し、適切

に是正措置を講じているか。 

不備なし 

○リスク事案（事務処理ミス）につ

いて、リスク事案発生報告書を速や

かに庁内で共有し、再発防止、事務

の点検・改善を図りました。 

 

 

P.31 3 (2) ア 

 

２ 長は、

内部統制の

目的を達成

するに当た

り、組織構

造、報告経

路及び適切

な権限と責

任を確立し

ているか。 

２-１ 長は、内部統制の目的

を達成するために適切な組織構

造について検討を行っている

か。 

不備なし 

○市長を本部長、副市長・教育長を

副本部長、各部局長を本部員とした

「行財政改革推進本部会議」におい

て、内部統制の取組を総合的かつ効

果的に推進し、部局統制機能の充実

に向けた取組等を協議しました。 

○「内部統制検討部会」では、内部

統制機能を担う関係各課が協力し、

内部統制を総合的かつ全庁的に推進

するため、各部局との調整、指導及

び助言を行う等、内部統制の取組に

ついて総括しました。 

 

 

P.15 2 (1) イ 

 

 

 

 

 

 

P.15 2 (1) イ 

 

２-２ 長は、内部統制の目的

を達成するため、職員、部署及

び各種の会議体等ついて、それ

ぞれの役割、責任及び権限を明

確に設定し、適時に見直しを図

っているか。 

３ 長は、

内部統制の

目的を達成

するに当た

り、適切な

人事管理及

び教育研修

を行ってい

３-１ 長は、内部統制の目的

を達成するために、必要な能力

を有する人材を確保及び配置

し、適切な指導や研修等により

能力を引き出すことを支援して

いるか。 

不備なし 

○不祥事再発防止のため、内部統制

について理解し能力を引き出し、職

員の公務員倫理やコンプライアンス

に関する意識向上を図るため、全職

員（任期付職員、再任用職員、会計

年度任用職員を含む）にオンライン

によるコンプライアンス研修を実施

 

P.33 3（2）ウ 
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るか。 しました。 

３-２ 長は、職員等の内部統

制に対する責任の履行につい

て、人事評価等により動機付け

を図るとともに、逸脱行為に対

する適時かつ適切な対応を行っ

ているか。 

不備なし 

○職員本人及び上司による能力評価

と業績評価を職員にフィードバック

する人事評価制度や、職場状況チェ

ックシートを活用した上司と職員の

面談により動機付けを図りました。 

○懲戒処分の件数：０件 

 

 

P.25 2 (1) ウ 

 

 

 

 

P.15 2 (1) ア 

リスクの評価と対応 

４ 組織

は、内部統

制の目的に

係るリスク

の評価と対

応ができる

ように、十

分な明確さ

を備えた目

標を明示

し、リスク

評価と対応

のプロセス

を明確にし

ているか。 

４-１ 組織は、個々の業務に

係るリスクを識別し、評価と対

応を行うため、業務の目的及び

業務に配分することのできる人

員等の資源について検討を行

い、明確に示しているか。 

 

不備なし 

○全庁的に発生する可能性のある財

務に関する事務に潜む事務でのリス

クを抽出し、対応策を取りまとめた

リスク点検票一覧表を作成しまし

た。 

 

P.30 3（1）ア 

４-２ 組織は、リスクの評価

と対応のプロセスを明示すると

ともに、それに従ってリスクの

評価と対応が行われることを確

保しているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票

一覧表を日々振り返り、年度末に自

己評価を実施し、その後「内部統制

検討部会」で内部統制の評価を行い

ました。 

○リスク事案（事務処理ミス）が発

生した際には、対応プロセス、再発

防止策を明記したリスク事案発生報

告書を作成し、庁内で情報共有を図

りました。 

 

 

P.30 3（1）ア 

 

 

 

 

P.31 3（2）ア 

５ 組織

は、内部統

制の目的に

係るリスク

について、

それらを識

別し、分類

５-１ 組織は、各部署におい

て、当該部署における内部統制

に係るリスクの識別を網羅的に

行っているか。 

不備なし 

○全庁的に発生する可能性のある財

務に関する事務に潜む業務でのリス

クを抽出し、対応策を取りまとめた

リスク点検票一覧表を作成しまし

た。 

 

 

P.30 3（1）ア 
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し、分析

し、評価す

るとともに

評価結果に

基づいて、

必要に応じ

た対応をと

っている

か。 

５-２ 組織は、識別されたリ

スクについて、以下のプロセス

を実施しているか。 

1）リスクが過去に経験したも

のであるか否か、全庁的なもの

であるか否かを分類する 

2）リスクに対していかなる対

応策をとるかの評価を行う 

3）リスクの対応策を具体的に

特定し、内部統制を整備する 

不備なし 

○全庁的に発生する可能性のある財

務に関する事務に潜む業務でのリス

クを抽出し、対応策を取りまとめた

リスク点検票一覧表を作成しまし

た。 

○各所管課において、リスク点検票 

一覧表を振り返り、年度末に自己評

価を実施し、「内部統制検討部会」で

内部統制の評価を行いました。 

○リスク事案（事務処理ミス）が発

生した際には、対応プロセス、再発

防止策を明記したリスク事案発生報

告書を作成し、庁内で情報共有を図

りました。 

 

 

P.30 3（1）ア 

 

 

 

 

P.30 3（1）ア 

 

 

 

P.31 3（2）ア 

５-３ 組織は、リスク対応策

の特定に当たって、費用対効果

を勘案し、過剰な対応策をとっ

ていないか検討するとともに、

事後的に、その対応策の適切性

を検討しているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票

一覧表に基づく取組の実施状況を確

認するため、日常的なモニタリン

グ、定期的な振り返りを行いまし

た。 

 

 

P.30 3（1）ア 

 

６ 組織

は、内部統

制の目的に

係るリスク

の評価と対

応のプロセ

スにおい

て、当該組

織に生じう

る不正の可

能性につい

て検討して

いるか。 

６-１ 組織において、自らの

地方公共団体において過去に生

じた不正及び他の団体等におい

て問題となった不正等が生じる

可能性について検討し、不正に

対する適切な防止策を策定する

とともに、不正を適時に発見

し、適切な事後対応策をとるた

めの体制の整備を図っている

か。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票 

一覧表を日々振り返り、年度末に自

己評価を実施し、その後「内部統制

検討部会」で内部統制の評価を行い

ました。 

○リスク事案（事務処理ミス）が発

生した際には、対応プロセス、再発

防止策を明記したリスク事案発生報

告書を作成し、庁内で情報共有を図

りました。 

○他の団体等において問題となった

不正等については、情報収集をする

 

P.30 3（1）ア 

 

 

 

 

P.31 3（2）ア 

 

 

 

 

P.26 2（2）ウ 
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とともに、必要に応じて庁内で情報

共有を図りました。 

 

統制活動 

７ 組織

は、リスク

の評価及び

対応におい

て決定され

た対応策に

ついて、各

部署におけ

る状況に応

じた具体的

な内部統制

の実施とそ

の結果の把

握を行って

いるか。 

７-１ 組織は、リスクの評価

と対応において決定された対応

策について、各部署において、

実際に指示通りに実施されてい

るか。 

不備なし 

○「泉南市内部統制制度に関するガ

イドライン」に基づき、内部統制の

整備、運用、点検、評価等につい

て、「行財政改革推進本部会議」にお

いて役割と責任を明確にしながら、

全庁一体で取り組みました。 

○「内部統制検討部会」では、内部

統制機能を担う関係各課が協力し、

内部統制を総合的かつ全庁的に推進

するため、各部局との調整、指導及

び助言を行う等、内部統制の取組に

ついて総括しました。 

○リスク事案発生報告書等、内部統

制に関する日々の取組については、

市長・副市長をはじめ各部局長から

組織された調整会議にて随時報告

し、全庁一体で推進する体制を整え

ました。 

 

 

P.15 2（1）イ 

 

 

 

 

 

 

P.31 3 (2) ア 

 

 

 

 

 

P.15 2（1）イ 

 

７-２ 組織は、各職員の業務

遂行能力及び各部署の資源等を

踏まえ、統制活動についてその

水準を含め適切に管理している

か。 

８ 組織

は、権限と

責任の明確

化、職務の

分離、適時

かつ適切な

承認、業務

の結果の検

討等につい

ての方針及

び手続を明

示し適切に

８-１ 組織は、内部統制の目

的に応じて、以下の事項を適切

に行っているか。 

1）権限と責任の明確化 

2）職務の分離 

3）適時かつ適切な承認 

4）業務の結果の検討 

不備なし 

○「泉南市内部統制制度に関するガ

イドライン」に基づき、内部統制の

整備、運用、点検、評価等につい

て、「行財政改革推進本部会議」にお

いて役割と責任を明確にしながら、

全庁一体で取り組みました。 

○「内部統制検討部会」では、内部

統制機能を担う関係各課が協力し、

内部統制を総合的かつ全庁的に推進

するため、各部局との調整、指導及

び助言を行う等、内部統制の取組に

 

P.15 2（1）イ 

 

 

 

 

 

 

 

P.15 2（1）イ 
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実施してい

るか。 

ついて総括しました。 

○リスク事案発生報告書等、内部統

制に関する日々の取組については、

市長・副市長をはじめ各部局長から

組織された調整会議にて報告し、全

庁一体で推進する体制を整えまし

た。 

 

 

 

 

P.15 2（1）イ 

 

 

 

８-２ 組織は、内部統制に係

るリスク対応策の実施結果につ

いて、担当者による報告を求

め、事後的な評価及び必要に応

じた是正措置を行っているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票 

一覧表に基づく取組の実施状況を確

認するため、日常的なモニタリン

グ、定期的な振り返りを行いまし

た。 

○リスク事案（事務処理ミス）が発

生した際には、対応プロセス・再発

防止策等を明記したリスク事案発生

報告書を作成し、庁内で情報共有を

図りました。 

 

 

P.29 2（5）ア 

 

 

 

 

P.31 3 (2) ア 

 

情報と伝達 

９ 組織

は、内部統

制の目的に

係る信頼性

のある十分

な情報を作

成している

か。 

９-１ 組織は、必要な情報に

ついて、信頼ある情報が作成さ

れる体制を構築しているか。 

不備なし 

○内部通報に係る相談・通報窓口を

設置し、不適切な事務処理による情

報作成が行われた場合にも把握でき

る体制を整えました。 

 

 

P.28 2（4）ア 

 

９-２ 組織は、必要な情報に

ついて、費用対効果を踏まえつ

つ、外部からの情報を活用する

ことを図っているか。 

不備なし 

○パブリックコメントや第三者評価

等を通じて、市民の意見や要望を聴

き、市政運営、政策等に反映するこ

とに努めました。 

 

 

P.28 2（4）ア 

 

10 組織

は、組織内

外の情報に

10-１ 組織は、作成された情

報及び外部から入手した情報

が、それらを必要とする部署及

不備なし 

○外部から得た情報は、担当課に速

やかに送付しています。 

 

P.28 2（4）イ 
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ついて、そ

の入手、必

要とする部

署への伝達

及び適切な

管理の方針

と手続を定

めて実施し

ているか。 

び職員に適時かつ適切に伝達さ

れるような体制を構築している

か。 

10-２ 組織は、組織内におけ

る状況提供及び組織外からの情

報提供に対して、かかる情報が

適時かつ適切に利用される体制

を構築するとともに、当該情報

提供をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確

保するための体制を構築してい

るか。 

不備なし 

○内部通報に関し、通報者が不利な

取扱いを受けないこと定め、通報者

を保護しています。 

○内部通報における令和４年度に受

理した通報はありませんでした。 

 

P.28 2（4）イ 

 

モニタリング 

11 組織

は、内部統

制の基本的

要素が存在

し、機能し

ていること

を確かめる

ために、日

常的モニタ

リング及び

独立的評価

を行ってい

るか。 

11-１ 組織は、内部統制の整

備及び運用に関して、組織の状

況に応じたバランスの考慮の下

で、日常的モニタリング及び独

立的評価を実施するとともに、

それに基づく内部統制の是正及

び改善等を実施しているか。 

不備なし 

○各所管課において、リスク点検票 

一覧表に基づく取組の実施状況を確

認するため、日常的なモニタリン

グ、定期的な振り返りを行いまし

た。 

○リスク事案（事務処理ミス）につ

いて、リスク事案発生報告書を提出

し、庁内共有を行うことで、再発防

止、事務の点検・改善を図りまし

た。 

○「泉南市内部統制制度に関するガ

イドライン」に基づき、整備した体

制や取組等について評価した報告書

を作成しました。 

 

 

P.29 2（5）ア 

 

 

 

 

P.31 3 (2) ア 

 

 

 

 

P.13 1  
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２．内部統制の業務レベル評価 

 財務に関する事務について、共通するリスク、対応策等を全庁的に取りまとめ注意喚起

している 16項目をチェック項目として設定し、全 36課において当該チェック項目で示

された不備の発生を防止できたかについて、評価を実施しました。不備が整備状況で 14

件、運用状況で 16件あり、うち、「重大な不備」として２件（７課）が含まれます。当

該結果については、今後のチェック項目として内容に反映させます。 

チェック項目の内容と不備のあり・なしに係る所属数の割合（％）

不備あり 不備なし 不備あり 不備なし

① 説明責任の欠如 3 97 0 100

②
進捗管理の未実施
意思決定プロセスの無視

3 97 0 100

③ 情報隠ぺい 0 100 0 100

④ 不正・不当要求 0 100 0 100

⑤ 職員・委託業者とのトラブル 0 100 3 97

⑥ 書類の偽造、隠ぺい 0 100 0 100

⑦ 郵送時の手続きミス（書類不備・相手先誤り） 6 94 0 100

⑧ 証明書等の発行誤り 0 100 0 100

⑨ 個人・機密情報漏えい・紛失等 0 100 0 100

⑩ 時間外勤務実績の登録・確認の不備 0 100 0 100

⑪ 旅費の支給事務の不備 0 100 0 100

⑫ 徴収金額の誤り（過大・過少） 0 100 6 94

⑬ 支払い誤り（財務システムの入力ミス・二重入力のミスを含む） 6 94 8 92

⑭ 不十分な資産管理 17 83 17 83

⑮ 固定資産の処分誤り 0 100 0 100

⑯
その他
（指名登録業者の未確認・印刷情報の記載誤り等）

6 94 11 89

チェック項目

令和4年度における不備

整備状況 運用状況
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３．内部統制の重大な不備と是正に関する事項 

内部統制の重大な不備とは、財務事務に関する不備として、地方公共団体・住民に対し

大きな経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いもの、もしくは実際に生じさせ

たものが重大な不備に該当することとし、その影響度の大きさから速やかな是正が求めら

れます。 

令和４年度は下記２件がこの基準に該当し、速やかに是正措置を講じました。 

№１ 法定点検等の未実施 

担 当 課 総合政策部危機管理課 

総務部総務課 

行革・財産活用室 

市民生活環境部産業観光課 

健康子ども部保健推進課 

教育部生涯学習課  

分類 不十分な資産管理 

不備の概要及び

不備により生じ

た影響 

●指定管理者の変更により、管理施設の各種法定点検を確認したと

ころ、浄化槽の清掃等が長年未実施であったことが判明した。その

後、全庁的に施設所管課が管理する施設における、法定点検等の実

施について確認したところ、他の施設でも未実施のものがあった。 

●令和４年度包括外部監査による点検により、さらに３施設での法

定点検未実施が判明した。 

不備の原因 ●各施設での法定点検内容・点検時期等を記載したものがなく（法

律改正による追記もしていない）、引継書への記載もなく、担当職員

の認識不足であった。 

是 

正 

の 

状 

況 
進捗状況 ☑対応済     □対応中     □未対応 

不備事案

への対応 

事案確認後、速やかに 

●各施設での法定点検内容を調査・予算要求。 

●判明した法定点検・定期検査について実施。 

●指定管理者施設においては、前管理者に費用相当額ならびに定期

検査で指摘された修繕費用を請求した。 

是正後の

内部統制

の状況 

●施設管理上必須となっている法定点検・定期検査の実施時期や委

託契約等の事務を失念することがないよう、法定点検等一覧表・

事務引継書を作成し、課内での共有、担当職員への周知徹底を図

る。 

●指定管理者施設については、担当課、指定管理者双方により、

必要な法定点検項目等を確認し、点検結果等については、速

やかに報告を求めることとする。 
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№２ 固定資産税等の課税誤り 

担 当 課 総務部税務課  分類 ①徴収金額の誤り 

不備の概要及び

不備により生じ

た影響 

令和３年度の評価替えにおいて、土地の評価に使用する路線価を一部 

誤って算定したことにより、令和３・４年度の固定資産税・都市計画 

税に係る課税誤りが、路線価付設業務を委託している事業者の報告に 

より判明した。 

不備の原因 路線価の算定は、市が委託業者に鑑定標準価格のデータを送付し、 

委託業者は、そのデータをシステムに入力し、路線価算定業務を行っ

ている。 

 令和３年度の路線価の算定のため、市は、委託業者に鑑定標準価格

データを送付し、その後、確定した最終のデータを再送付し、修正の

依頼をしたが、委託業者は、そのデータの修正を失念し、路線価算定

処理を行った。 

是 
正 

の 

状 

況 

進捗状況 □対応済     ☑対応中     □未対応 

不備事案

への対応 

事案確認後、速やかに 

●お詫び文書と更正通知者を送付した。 

●課税誤りによる更正作業に伴う経費については、委託業者において

弁済するよう協議を進める。 

是正後の

内部統制

の状況 

 委託契約時に以下の内容を明示し、チェック体制の整備及び適正な

事務処理を徹底させる。 

（１） 

委託事業者においては、算定された路線価をタスク管理ツールを用

いて算定工程と使用したデータの妥当性を確認する。また、市から送

付される鑑定標準価格のデータとの確認だけではなく、不動産鑑定士

が市に納品する最終の鑑定評価書を用いて、路線価算定システムに登

録された鑑定標準価格と照合を行う。さらに、路線価算定システムに

登録された鑑定標準価格について、時点修正率のデータ受領時も再確

認を行う。 

これらに加え、納品時に路線価算定の工程に立ち戻り、鑑定評価書 

を用いた照合が行われているか確認を行うとともに、第三者により納

品までの工程とその処理の最終確認を行う。 

（２） 

本市においては、納品された路線価データが正しい標準鑑定価格か 

ら算定されたものであるかの確認を行う。 
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令和４年度泉南市内部統制実施報告書 ＜補足事項・資料＞ 

１．実施概要～令和４年度の内部統制に関する取組状況～ 

（１）評価対象 

「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」に基づいた具体的取組のうち、リス

ク管理については、財務に関する事務を評価の対象とします。また、対象となる組

織は全ての所管課となります。 

 

（２）評価対象期間及び評価基準日 

評価対象期間は令和４年４月１日から令和５年３月 31日まで、評価基準日は令和

５年３月 31日とします。 

 

（３）評価項目 

評価は、全庁的な内部統制の評価と業務レベルの内部統制の評価の大きく２つに 

分けて行います。 

  全庁的な内部統制とは、「ガイドライン」に基づく５つの基本的要素を構成する全

庁的な体制整備及び取組をいいます。 

  全庁的な内部統制の評価については、ガイドライン別紙１「地方公共団体の全庁

的な内部統制の評価の基本的考え方及び評価項目」によるものとします。 

  業務レベルの内部統制とは、全庁的な内部統制のもと、各業務に関するリスクを

識別・分類し、分析・評価した上で、リスク対応策を整備・運用することをいいま

す。 

 

（４）評価方法 

【共通】 

  この内部統制の評価及び評価報告書は、内部統制検討部会が中心となり原案を作成

しました。 

  行財政改革推進本部会議でその原案について審議し、承認を得た上で確定しまし

た。 

   

【全庁的な内部統制の評価】 

  基本方針に掲げる５つの基本的要素を構成する全庁的な取組等を全庁照会等で調査 

し、評価項目ごとに取組等を分類しました。 

 各評価項目に対応した有効な取組等が存在するか、取組等の整備上の問題点はない 

か、適切に運用されているかについて確認し、評価を行いました。 
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【業務レベルの内部統制の評価】 

各所管課において、リスク毎に策定したリスク点検票について、自己評価を行いま 

した。内部統制検討部会は、提出された自己評価シートを確認し、取りまとめ、独立

的評価を加えた評価案を作成しました。 

 

【重大な不備の評価方法】 

重大な不備とは、ガイドラインにおいて、「事務の管理及び執行が法令に適合してい

ない、又は、適正に行われていないことにより、地方公共団体・住民に対し大きな経済

的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性の高いものもしくは実際に生じさせたもの」を

いうとされています。 

一方で、ガイドラインでは重大な不備に係る具体的な判断基準が示されていないた

め、本市においては、下記の８つの基準を設け、これらの基準を参考にして、重大な不

備に該当するかどうかを総合的に判断することとします。 

 

＜重大な不備の判断基準＞ 

 ア 市民の信用を大きく損なうものか 

 イ 報道提供されている、又は報道されたものか 

 ウ 同様の不備が多くの所属で発生しているものか 

 エ 一所属で多くの不備が発生しているものか 

 オ 影響額が大きいものか 

 カ 過去の監査等で指摘された不備を、同一の所属で再発させているものか 

   キ 過去に発生した重大な不備と同様の事例にあるものか 

   ク 不備への対応がなされていないものか（整備上の不備の放置、運用上の不備の

再発防止策が不適切） 

 

（５）評価手順・スケジュール 

令和５年３月 リスク点検票に関する自己評価の依頼（行革・財産活用室⇒全庁） 

          全庁的な内部統制に係る取組状況報告（内部統制検討部会） 

   令和５年４月 評価報告書原案作成（内部統制検討部会） 

          評価報告書原案の審議・決定（行財政改革推進本部会議） 

 

（６）令和３年度の内部統制による取組等 

   令和３年度の内部統制により発生したリスク事案や業務の実施状況等を鑑み、内部

統制をより効果的に実施するため、「２．全庁的な内部統制の取組」及び「３．業務

レベルの内部統制の取組」における令和４年度からの新たな取組及び令和３年度の取

組を変更した内容は２重下線部となります。 
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２．全庁的な内部統制の取組 

（１）統制環境 

ア 誠実性と倫理観に対する姿勢の表明 

   市の事務について法令を遵守し、適正に管理及び執行するためには、組織及び職

員にとって、誠実性と倫理観が何より重要となります。 

    本市では、市長自らが本部長を務める行財政改革推進本部会議や、特別職・部

局長から組織される調整会議等において、組織と職員に対してその重要性を表明

するとともに、自らの行動及び態度で示しています。 

      個々の事務執行に関しては、「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」を定

め、これらを庁内ガルーンによる掲示板等により職員へ周知するとともに、上記

の行動基準等を明らかにし、職員の理解の促進を図っています。あわせて、市民

の方に対しても市ホームページへの掲載により、周知を図っています。 

     なお、全職員を対象とした「内部統制・コンプライアンス研修」において、副

市長による法令遵守等を訓示し、全職員への周知、職員の理解の向上を図りまし

た。また、法令違反等が判明した場合は、各所管課から市長に対して直ちに報告

することを求めていて、職員等に対しては、懲戒処分等により是正措置を講じる

こととしています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 内部統制の目的達成に向けた組織構造等の確立 

 本市が取り組むべき内部統制の取組について総合的かつ効果的に推進するため、

市長を本部長とする「行財政改革推進本部会議」を設置しています。 

     また、本部会議の下に、会計課、人事課、行革・財産活用室の長等を委員とした

「内部統制検討部会」を設置し、各部局との調整、指導及び助言を行う等統括する

役割を担い、内部統制を総合的かつ全庁的な推進を図っています。 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

●コンプライアンス研修の冒頭で、副市長から全職員一人ひとりがしっかりとし

た「倫理観」を持って業務にあたるよう訓示を行いました。 

●全庁において、令和４年度については、懲戒処分事例はありません。 
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＜令和４年度実績＞ 

●行財政改革推進本部会議（内部統制関係）：１回開催 

●内部統制検討部会：５回開催 

 

推進体制イメージ 

 

行財政改革推進本部会議 
本 部 長：市長 

副本部長：副市長・教育長 

事 務 局：行革・財産活用室 
 

内部統制検討部会 
内部統制機能を担う関係各課 

（会計課、人事課、行革・財産活用室） 

 

⇓ 
各 部 局 長 

部局内の内部統制責任者 

⇓ 
所 属 長 

日常業務に関するチェック、リスクへの対応 

⇓ 
職  員 

法令や事務取扱手順の遵守 
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ウ 内部統制の目的達成に向けた人事管理及び教育研修 

（ア）人材の確保及び配置並びに職員教育 

内部統制の目的達成に向けて、設置した組織等の構成員となる職員一人ひとりがそれ 

ぞれの役割を認識し、それに見合った能力を身につける必要があります。 

 本市では全職員への内部統制・コンプライアンス研修を実施するとともに、その職責 

に応じた役割を果たすため、職場マネジメント、現金取扱い業務に関する研修を行いま

した。また、服務規律の遵守について「めざす職員像」を定めた人材育成基本方針を改

定し、全職員に周知しました。 

 令和４年度の目的達成に向けた研修等の実績については、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 また、内部統制制度についてホームページを通じて市民に周知するとともに、庁内ガ

ルーンを使用し、職員への周知を兼ねた掲示による研修も行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

●市ホームページで周知啓発 

内部統制制度について、ホームページを通じて市民に周知を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市ホームページに令和 3 年度の報告書・概要版を掲載 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

P.33 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 

ウ 研修の徹底 参照 
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＜令和４年度実績＞ 

●庁内掲示板による周知研修 

 内部統制における様々な取組について、職員向けに庁内掲示板で、毎月掲載し

ました。 

①物品納入（4 月８日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②マニュアルの作成（5 月 6 日配信） 
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③リスク事案発生報告書（5 月 24 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④風通しの良い職場とは（6 月１日配信） 
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⑤印刷業務依頼（６月 20 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥決裁時の確認（７月 21 日配信） 
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⑦服務規律とは（８月 18 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧契約に関する合議（９月９日配信） 
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⑨会計に関する事務（10 月 31 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩内部統制。コンプライアンス研修（11 月 29 日配信） 
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⑪管理職マネジメント（12 月 20 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫進捗管理について（１月 20 日配信） 
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⑬ダブルチェック（２月 20 日配信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭リスク点検自己評価（３月 22 日配信） 
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（イ）人事評価による動機付け（職場状況チェックシート） 

職員の内部統制に対する責任の履行については、人事評価等による動機付けや、逸脱

行為に対する適時かつ適切な対応が求められます。 

本市では、毎年度、職員各々の能力評価と業績評価を行い、そのうち倫理や正確性、

業務改善といった能力及び業務目標に対する動機付けを図っています。 

令和４年度においても、職場状況チェックシートを活用し、職場環境が風通しの良い

ものであるか、職場での課題を組織全体で共有しているか等、職場の状況を見える化し

ました。また、より適正な運用を確保するため、人事評価制度の見直しを行いました。 

  

 

 

 

 

 

（２）リスク評価と対応 

ア リスクの評価と対応のプロセス 

組織は、リスクの評価と対応のプロセスを明示するとともに、それに従ってリス

クの評価と対応が行われる体制を確保することが必要になります。 

本市では、「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」に基づき、リスク評価

と対応プロセスを明示し、対応が行われることを確保しています。 

具体的なリスク評価と対応プロセスについては、10頁のとおりです。 

 

イ リスクの識別・分類・分析・評価・対応 

（ア）各所管課におけるリスクの識別 

本市では、「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」に基づき、財務に関す

る業務におけるリスクについて見える化しています。 

また過去の経験から、対象事務に係る各所管課特有のリスクについても見える化

しています。 

 

（イ）識別されたリスクに係る評価プロセス 

識別されたリスクに係る本市での評価プロセスとしては、行革・財産活用室が全

庁に係る作業を行った上で、各所管課が自所属特有のリスク評価を行うこととして

います。対応策については各所管課で取りまとめ、リスク点検票一覧表として全庁

的に共有しています。 

その後、リスク点検票一覧表を振り返り、年度末に各所管課における自己評価を

実施し、「内部統制検討部会」で内部統制の評価を行いました。 

＜令和４年度実績＞ 

P.34 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 

エ 管理職マネジメント能力の向上 参照 
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（ウ）費用対効果を勘案した検討と事後検証 

   リスク対応策の特定に当たっては、費用対効果を勘案し、過剰な対応を取って 

いないか検討するとともに、事後的に、その対応策の適切性を検討することが求め

られています。 

本市では、これまでの不祥事における取組を再確認し、新たな業務が増えない

よう努め、本取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 不正の可能性に対する措置 

  内部統制においては、過去に生じた不正及び他の団体等において問題となった不正

等が生じる可能性について検証し、不正に対する適切な防護・防止策を策定するとと

もに、不正を速やかに発見し、適切な事後対応策をとるための体制の整備を図ること

が求められています。 

  本市では過去の不祥事に対する取組を再度検証し、職員への周知を図ることで再発

防止に努めます。また、万が一リスクが発生した場合は、リスク事案発生報告書を作

成し、庁内で情報共有を図り再発防止に努めます。 

  さらに、他団体等における不正事案のうち、本市でも可能性のあるものについて、

全庁的に共有し、可能性の検討を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

●現金取扱、職場状況のチェックシートについては、過去の不祥事に対する取組

を再確認し、内部統制の取組として位置づけ実施しました。 

●全庁的に発生する可能性のあるリスクについて一覧表を作成し、各課での対応

策について庁内で情報共有を図りました。 

 

＜令和４年度実績＞ 

●リスク事案発生時にリスク事案発生報告書を作成し、全庁的に共有することで、

不正等が生じる可能性や、不正に対する適切な防止策について検討しました。 
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（３）統制活動 

ア 各部局・各所属における業務レベルの取組  

各所管課における令和４年度の取組は次の通りです。 

   内部統制の取組について、総合的かつ効果的に推進するため、市長を本部長とす

る「行財政改革推進本部会議」や「内部統制検討部会」を設置し、各部局との調

整、指導及び助言を行う等統括する役割を担い、内部統制を総合的かつ全庁的な推

進を図りました。 

   また、全庁共通リスクとリスク対応策については、全庁的な対応策を取りまと

め、各所管課でのリスクに対する整備・運用状況について自己評価を行いました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

 

運用期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日 

対象部局 市長部局、教育委員会、議会、各種委員会事務局、 

対象所属 対象部局の各課（室） 計 36 課（全所属） 

実施所属 計 36 課（実施率 100％） 

実施概要 ４月～10月 「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」 

に基づき、各所管課で取組を実施 

９月～１月 内部統制検討部会において、各々のチェック 

↓    シートに沿って、モニタリングを実施 

3 月～4 月 各所管課でリスクに対する整備・運用状況に 

↓    ついて自己評価を実施 

4 月    年間評価 

実施結果 整備状況自己評価…不備あり   9 課（25％） 

         不備なし  27 課（75％） 

運用状況自己評価…不備あり   14 課（39％） 

不備なし  22 課（61％） 
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イ 権限と責任の明確化と業務結果の検討等 

（ア）権限と責任の明確化 

 本市では、「泉南市内部統制制度に関するガイドライン」により、「行財政改革推進 

本部会議」を設置し、内部統制の目的達成に向けて、権限と責任を明確化し、職務の 

分離、適時かつ適切な承認及び業務の結果の検討等、役割と責任を明確にしながら全 

庁一体で推進する体制を確保しています。 

 

（イ）事務的な評価及び是正措置 

内部統制に係るリスク対応策の実施結果については、所属長による報告を求め、事 

後的な評価及び必要に応じた是正措置が求められています。 

  本市では、各所属の自己評価については、各所管課内で適切な評価を行った上で情 

報共有を行い、必要に応じた是正措置を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報と伝達 

ア 信頼性ある十分な情報の作成 

（ア）信頼ある情報を作成する体制 

本市では、信頼ある情報・報告する体制を構築し、不適切な事務処理による情報作 

成を把握するため、職員等からの通報処理に関する要綱を定め、いわゆる内部通報に 

係る通報窓口を設置しています。 

 

（イ）外部からの情報の活用と外部への発信 

  本市では、パブリックコメントや第三者評価等を通じて、市民の意見を聴き、市政 

運営、政策等に反映することに努めています。 

 

イ 組織内外の情報の入手と伝達及び管理 

（ア）作成された情報及び外部情報の伝達・利用体験 

本市では、外部からの情報について、適宜、担当部署に伝達され、担当部署が内容 

を確認し、必要な対応を行っています。 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

P.30,31 ３．業務レベルの内部統制の取組  

（1）所管課による内部統制の自己評価 ア リスク点検票 

（2）内部統制検討部会による評価   イ リスク管理 参照 

 

 



 

 

29 

 

（イ）情報提供による不利な取扱いを受けないことの確保 

  本市では、職員等からの通報処理に関する要綱により、通報者が保護され、不当な 

取扱いを受けないことを定めています。 

 

（５）モニタリング 

ア 日常的モニタリング 

   日常的モニタリングとは、通常の業務に組み込まれた一連の手続を実施すること

で、内部統制の有効性を継続的に検討・評価することを言い、組織はその仕組みを

導入し、実施の結果、発見された不備については、その都度是正・改善することが

求められています。 

   なお、所管課で実施される自己点検及び自己評価も日常的モニタリングに含ま

れ、年度当初に自己点検、年度末には自己評価を行うことで、それぞれの所管課に

おける業務の継続性が求められます。 

 

イ 独立的評価 

    独立的評価とは、日常的モニタリングでは発見できないような組織運営上の問

題がないかを、内部統制検討部会による別の視点から評価するために定期的に行う

ものを言い、組織はその仕組みを導入し、評価において発見された不備について

は、その都度、是正・改善することが求められます。 

 

ウ モニタリングに応じた改善結果の把握 

    モニタリングの指摘により発見された不備については、適時に是正・改善の責

任を負う職員に伝達され、速やかに改善を図った上で、その対応結果を内部統制検

討部会に報告することが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

P.31 ３．業務レベルの内部統制の取組 （2）内部統制検討部会による評価 参照 
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３．業務レベルの内部統制の取組 

（１）所管課による内部統制の自己評価 

ア リスク点検票 

財務に関する業務におけるリスクについて、全庁共通リスクとリスク対応策を全

36課で調査を実施し、事前にリスク（事務処理ミス）が起こらないように見える化

するため、令和３年６月末に全庁的な対応策をとりまとめ、所管課内のリスク・対

応策の把握、職員の意識向上等を図りました。 

また令和５年３月末には、各所管課でのリスクに対する整備・運用状況について

自己評価を行いました。（「整備状況の不備」とは、対応策に不備が見受けられた、

適切に適用されていなかった等の状態。「運用状況の不備」とは、実際にリスクが

発生した状態。） 

自己評価を行う中で、1年間のリスク対応策について改めて確認することがで

き、対応策として想定していない、想定はしていたが実際にはできていない、ミス

が起きてしまったといった整備・運用に関する不備が一部見受けられました。（運

用に関する不備については、P.31に記載。）今回、自己評価を行うことで、できて

いなかったことが見える化され、日常的なモニタリングにおける業務の見直しや改

善に活用されていることが見受けられました。 

今後も、引き続きリスク点検票を活用し、組織的にミスをしない職場の状況を作

っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

P.10 2．内部統制の業務レベル評価 参照 

 

【整備状況の不備】 

●各種法定点検の必要性を認識していなかった。 

●業務マニュアルが未作成・不備があった。 

●課内会議等ができず、情報共有に不備があった。 

●複数人でのチェックができていなかった。 

●複数人でのチェックを行っていたが、一覧表でもチェックする等の違う目線での

確認ができていなかった。 

●決裁等の根拠資料の未添付 

【運用状況の不備】 

P.31 に記載 
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（２）内部統制検討部会による評価 

ア リスク管理 

財務事務に関するリスクについて、リスク事案が発生した際は、発生状況や原

因、対処法等について所管課より報告書を作成・提出いただき、庁内掲示板にて全

職員に情報共有を図りました。リスク事案としては、昨年度より増加となり、職員

の財務に関する事務の認識不足、事務引継の不備が見受けられました。一方、研修

等の取組により、庁内での内部統制制度が職員に浸透してきた結果、件数が増えた

ことも考えられます。 

リスク事案の内容については、市役所等公共施設の法定点検漏れが、施設を所管

する多くの部署で判明しました。包括外部監査での指摘にもあったように、資産管

理についても財務に関する事務として改めて認識し、適正な管理を行っていく必要

があります。 

また、コロナ関連の業務量増加により、度重なるケアレスミスが発生した部署に

おいては、リスク発生後の業務管理や職員体制等について検討部会で聞き取りを行

いました。その結果、業務内容に応じたすみわけ、体制の整備が必要であると判断

しました。今後は従来からの業務、コロナ関連やそれ以外で増加した業務量・内容

について改めて再認識し、担当職員の適正な配置や職員の人材育成、事務引継の徹

底に努めていきます。 

あわせて、全庁的にリスク事案発生から報告までに時間を要するものもあり、財

政課等内部管理担当課による指摘の結果、報告されるものも多々ありました。発生

した財務に関するリスク事案が、他の部署でも起こりうることを想定し、速やかな

報告と全庁的な共有によって、ミスを防ぐ職員意識の向上に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度発生したリスク事案…22 件＞ 

●臨時特別給付金の過少交付／●郵送時の手続きミス／●廃車誤り 

●支払い誤り（４件）／●法定点検漏れ（７件）／●占用料二重徴収 

●郵送した文書の記載誤り等（３件）／●交付金過少交付 

●税額決定通知書の誤送付／●固定資産税等の課税誤り●証明書等の発行誤り 

＜令和４年度ヒアリング内容＞ 

保健推進課では、今年度に発生したリスク事案の内、ケアレスミスによるものがいくつ

か発生しているため、保健センターでのヒアリングを実施。職員体制・業務内容・今年

度発生したリスク事案を踏まえての改善点・職員の状況等を聞き取り、職場環境（執務

スペース）についても現地で確認を行った。 

●複雑多岐にわたる業務を限られた時間の中で遂行していることは充分理解できた。 

●業務内容に応じた、専門職・事務職の役割を精査した上で、業務のすみわけが必要と

判断した。 

●新年度の体制も踏まえ、業務引継・業務改善ができるような体制を整えていく。 
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イ 現金取扱い 

今年度の調査では、会計課で指摘の多い支出命令書の金額誤りなどの内容を加

え、全庁で実施しました。マニュアルについては昨年度も調査を行っているため、

全課で問題がないという結果となり、理解度・引継等についても、全課でしっかり

と取り組まれている結果となりました。今年度新たに調査した内容については、会

計課からの指摘が多い項目ということもあり、問題があったと回答した課もあり、

会計課での指摘を課内で共有し、注意できていることが見受けられました。但し、

日付の誤り等ケアレスミスも多く、会計課でのチェック以前の段階（課内での決裁

時）で気づき、修正されることが望ましいと考えます。そのためには、管理監督職

も含め基本的な事務研修において理解を深めることが重要です。また、間違いやす

い点については会計課から庁内掲示板で継続的に周知をしているところですが、そ

れぞれのマニュアルに追記する等基本的な事務誤りを何度も繰り返さないよう、職

場内で徹底した扱いが必要です。 

あわせて、今回の調査から見えてきた請求書受領後の支払い期日については、原 

則 15日以内に支払わなければならなかったところ、指定支払日を月３回にするこ 

とでこれまで以上に可能な仕組みに変更することができ、法律に準拠した支払業務 

となったことは成果の一つです。 

今後も引き続き、課内での確認が徹底され、マニュアル等を通じて基本的な事務

の引き継ぎをしていく必要があると判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

調査対象課：45 課（43 課・園等、45 係） 

評価結果：①現金取扱いマニュアルの整備②課の全職員が理解③現金取扱いの引継④調

定書の作成時期調定日については不備なし 

⑤支出負担行為伺の起案日、負担行為日の誤り・・・・・問題あり 12％ 

⑥支出命令書の起案日、検収日の誤り・・・・・・・・・問題あり 17％ 

⑦支出命令書の金額、債権者及び支払い口座の誤り・・・問題あり 25％ 

⑧請求書受領後支払い期限内に支払い・・・・・・・・・問題あり 5％ 

 

●現金取扱いマニュアルについては、現金を取り扱う課で備えられていた。マニ

ュアルの理解度も十分で、引継もできている。 

●歳入調定については、適正に執行されており、事後調定についても調定回数も

増え、迅速に調定ができている。引き続き、泉南市財務規則にある調定の手続

きについて、より深く職員への周知を図っていくことが必要である。 

●指定支払日の変更（毎月 10、25 日→毎月 7，17、27 日） 
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ウ 研修の徹底 

今年度はコロナ禍の影響で昨年度実施できなかった現金取扱い業務に関する研修 

を年度当初に開催しました。会計課職員が講師となり、管理監督職・担当職員に対し

て、通常の会計業務における間違いやすい点等、実情に即した内容であったため、ア

ンケート結果では、改めて理解できたといった職員の声を聴くことができました。 

また、職場マネジメント研修では、外部講師を迎え、昨年度は全次・課長級を、今 

  年度は、新任課長・課長代理級を対象とし、職場マネジメントの浸透を図りました。

受講者は、今後管理職として必要なマネジメント力を主体的に学んだが、時間が 

足りなかった等の意見もあり、来年度の研修内容や研修時間については、検討する 

必要があると思われます。 

さらに、昨年度と同様のイントラネット（内部ネットワーク）等を使用した手法 

で、全職員を対象に内部統制の報告とコンプライアンス研修を実施しました。今年度

は昨年度に比べて開催時期が遅くなったため、昨年度からの改善点を踏まえて今年度

の取組を進めていくことを研修目的とするなら、年度当初の開催が適当であったと考

えます。今後は、報告書を取りまとめ次第、速やかに実施することで、内部統制に関

する職員への周知、理解、意識改革をめざし、より制度に則した整備・運用ができる

ような働きかけを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

【現金取扱い業務に関する研修】 

日時：５月 12 日、13 日 

対象：実務担当者、管理監督職 

受講者数：43 人（研修対象課等：31 課の内 22 課） 

（令和 4 年度については、会場の都合上対象を 22 課とし、 

未受講の課等については、次年度に受講） 

参加率： 97.7％ 

【職場マネジメント研修】 

日時：10 月５日 

対象：新任課長、課長代理級職員 

受講者数：46 人（対象職員数：58 人） 

参加率：79.3％ 

【内部統制・コンプライアンス研修（オンライン研修）】 

期間：10 月 21 日～12 月 23 日 

対象：全職員（正規職員、任期付職員、再任用職員、会計年度任用職員） 

受講者数：672 人（対象職員数：825 人） 

参加率：81.5%（但し、教育部を除いた参加率は 96.5%である。教育部については、会計年

度任用職員等による研修期間中の退職や入れ替わりがあり参加率が低くなった。） 
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エ 管理職マネジメント能力の向上 

職場状況チェックシートから見えてきた組織内の状況や、管理職マネジメントにつ

いて、昨年度と経年比較をしました。昨年度の課題でもあった、「特定の人に仕事が

偏っている」と答えた職員が、昨年度より増えた職場が７部署あり、その内４課につ

いては、職場の半数以上の職員が「偏っている職員がいる」と感じています。逆に、

昨年度は偏りを感じていたが、改善できた部署も２課ありました。 

また、ほとんどの職員が、職場内で日常的に仕事のことを話しやすい、声をかけや

すいと答えていますが、職場内で声をかけづらいと感じている職員が数人いる職場が

あることもわかりました。あわせて、職場の目標や課題について、職場内でミーティ

ング等共有する仕組みがあると答えた職場が、昨年度より非常に増えました。 

今後管理職は、特に話にくいと感じている職員と日常的にコミュニケーションを図

ることを意識するとともに、今年度改定した人事評価制度の面談等を通じて、職場や

課員の状況を把握し、職場内で業務の偏りがないよう、協力し合える職場環境をつく

っていくのと同時に、職場マネジメント研修で教わった、部下のモチベーションを高

めるような人材育成についても、管理職の役割としてしっかり行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

調査対象課：36 課 

評価結果： 

●一人ひとりの仕事の配分が適正である（人によって分担が多すぎたり、少なすぎたり 

しない） 

＊前年度と比較して「いいえ」と答えた職員が 2 名以上増えた課・・・６課 

 ＊昨年度より大幅に改善が見られた課・・・２課 

 

●職場の目標や課題について、ミーティングする等、職場で共有する仕組みがある 

＊課内の半数以上の職員が「いいえ」と答えた課・・・R3：11 課→R4：５課 
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オ 組織基盤の再構築 

職場状況チェックシートの結果から、前頁でも述べた特定の職員への仕事の偏りが 

今年度においても見受けられ、その背景には、長期在籍職員の業務分担が多すぎると

いうことがあげられます。また、その職員が異動したことにより業務の停滞が見られ

たといったこともありました。 

今年度、「めざすまち」の実現のために必要な組織と人材を示した「泉南市人材育

成基本方針」を改定しました。とりわけ、階層別役割・行動等を明確にし、人材育成

に関する役割を定義し、市民ニーズに対応できる市民に信頼される職員をめざすこと

を示しています。内部統制制度導入時における組織体制の課題として、長年同じ部

署・担当であったといったことがありました。不祥事・不適切な事務処理の原因とし

て、在籍期間が長いことだけが問題ではありません。長いことにより特定分野に精通

した専門家の養成を図ることもあります。 

今後は、新「泉南市人材育成基本方針」に基づき、人事異動サイクルについても、

ローテーション人事を方針の中に位置づけることで、組織強化や不祥事・マンネリ防

止による人事制度の活性化に努めていきます。引き続き、職員一人ひとりのコンプラ

イアンスの確保と、早期育成や人事制度、人事評価制度による人材育成を図り、組織

の強化に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和４年度実績＞ 

●平成 19 年 2 月に策定された「泉南市人材育成基本方針」を改定し、めざす職員

像・実現すべき組織を示し、人材育成について明確にした 

 

●職場状況チェックシートの結果において、多くの職場で異動してきた（新規採

用）職員に対し、基本事務の流れ・職場のルールを教える職員がいるが、昨年

度と比較して指導する職員がいないと感じている職員が増えた職場も４課あっ

た。 
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４．今後の方向性と取組 

 泉南市の内部統制は２年を経過し、「業務プロセスを整備したルール通り、正しい運用

をしているか」並びに「予防的観点からどこまでリスクを想定し対応に備えているか」を

見える化し、財務事務を総合的に検証し評価することによって、ミス等の発生を限りなく

ゼロに近づけ、市民に信頼される行政サービスの提供に努めてきました。 

しかしながら、今年度においてもリスク事案が 22件発生し、うち２件は重大な不備事

案となっています。これらの要因には、財務に関する事務の認識不足やマニュアルの整備

や引継が適切に行われていなかったことなどが挙げられます。今後は内部統制やその他財

務に関する基本的な事務に関する研修を実施することにより職員の意識向上を図り、リス

ク事案発生報告書を共有することで、職員・組織自らが日々の業務の中で内部統制を意識

させ、同種のリスク事案が発生しないよう取り組みます。なお、重大な不備事案について

は周知徹底します。 

また、今年度は契約に関する事務の認識不足が顕著となりました。財務に関する事務に 

おけるリスクを把握するには、契約に関する知識も重要であり、リスク事案の内容をモニ

タリングする際も、実際に契約検査課に事務の流れを確認することがありました。来年度

は契約事務に関する統制環境を検討した上で、内部統制検討部会についても、さらに多面

的に評価できる組織として見直します。 

次に、本市では「泉南市ＤＸ推進計画」の策定により、本格的なＩＣＴへの対応におけ

るこれまで以上の広範な事務処理が必要となります。本来、総務省の「地方公共団体にお

ける内部統制制度の導入・実施ガイドライン」に位置付けられているＩＣＴへの対応につ

いても、本市にとってどのようなＩＣＴ環境が存在するのか適切に理解し、それを踏まえ

て、ＩＣＴの利用及び統制について、新たに組織されるデジタル推進課とも検討を始めて

いく必要があると考えます。 

これまでの取組から見えてきたことをより実効性のあるものとして、新たな統制環境を

図りつつ、常に効果的な手法を模索しながらＰＤＣＡサイクルを回していくことによって

組織への浸透と定着、職員のより主体的な取組の周知徹底を図っていきます。さらに、令

和５年３月に策定した「泉南市行政経営の取組方針」にも示した、内部統制制度が適正か

つ効率的な行政執行等を確保し、市民から信頼される行政サービスを安定的・持続的に提

供していくことをめざします。 

 

 

 


